










  　本研究ノートは、主として、Uri Gneezy and Aldo Rustichini, “A Fine Is a Price,” Journal of Legal Studies, 



























































1   この主題に関する詳細な解説に関しては、Bandura（1969）、および、Schwartz（1984）を参照しなさい
（Gneezy and Rustichini 2000a, p. 1）。












































































3   実際には、第14週後の 1 週間の中断を入れると、全調査期間は21週であった。さらに、第11週は 4 日間
しか調査ができなかった（日曜日から水曜日までである）。したがって、その週に遅れてきた両親の数
は、実際の数に5/4倍したものが用いられた（Gneezy and Rustichini 2000a, p. 4）。
4   当初、12箇所の託児所が調査対象とされた。しかし、2箇所の託児所の記録は不完全であった。そのため、
それらの結果は調査対象から除外された（Gneezy and Rustichini 2000a, p. 4）。
5  この告示については、Gneezy and Rustichini (2000a, p. 16) Appendix Aを参照しなさい。
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6   犬の糞の未処理の違反の多くは、発見と執行が非常に低いか、または、実在しないかであった（Gneezy 



















る。（例えば、第 4週の第 3託児所では、 9ケースの遅刻が発生している。）
週番号
託児所 子供の数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
実験群
1 37 8 8 7 6 8 9 9 12 13 13 15 13 14 16 14 15 16 13 15 17
2 35 6 7 3 5 2 11 14 9 16 12 10 14 14 16 12 17 14 10 14 15
3 35 8 9 8 9 3 5 15 18 16 14 20 18 25 22 27 19 20 23 23 22
4 34 10 3 14 9 6 24 8 22 22 19 25 18 23 22 24 17 15 23 25 18
5 33 13 12 9 13 15 10 27 28 35 10 24 32 29 29 26 31 26 35 29 28
6 28 5 8 7 5 5 9 12 14 19 17 14 13 10 15 14 16 6 12 17 13
対照群
7 35 7 10 12 6 4 13 7 8 5 12 3 5 6 13 7 4 7 10 4 6
8 34 12 9 14 18 10 11 6 15 14 13 7 12 9 9 17 8 5 11 8 13
9 34 3 4 9 3 3 5 9 5 2 7 6 6 9 4 9 2 3 8 3 5
10 32 15 13 13 12 10 9 15 15 15 10 17 12 13 11 14 17 12 9 15 13
ノート：「週番号」の下のカラムは遅刻した両親の各週の総数を表している。














者数の極値（当該週の最小数と最大数）が比較される（Gneezy and Rustichini 2000a, p. 7）。二つ
のグループの中央値、最小値、および、最大値の比較結果は次のように要約できる。






Gneezy and Rustichini (2000a, p. 7)
図 1． 1週間当たりの平均遅刻者数
－ 83 －
　最後に、表 2 は、20週を 4 期間に分割し（第 1 ～ 4 週、第 5 ～ 8 週、第 9 ～16週、第17～20
週に分割し）、それぞれの期間の各託児所の平均遅刻者数を表示し比較している（Gneezy and 
Rustichini 2000a, p. 8）。図 3 は、それぞれの週の各託児所の平均遅刻者数を表したものである
（Gneezy and Rustichini 2000a, p. 9）。
　表 2 のデータは、公式的に統計的有意性検定が行われることになる7。統計的検定の結果、お
よび、その他のデータ比較の結果は、次の主要な事実を示している。













7  詳細は、Gneezy and Rustichini (2000a, pp. 16-17) Appendix Bを参照しなさい。
ノート：ダイヤモンドとアスタリスクの記号は、それぞれ、実験群と対照群の極値（当該週
の最大値と最小値）を表している。






























託児所 子供の数 1－ 4週 5－ 8週 9－16週 17－20週
実験群
1 37  7.25  9.50 12.50 15.25
2 35  5.25  9.00 12.20 13.25
3 35  8.50 10.25 16.80 22.00
4 34  9.00 15.00 19.10 20.25
5 33 11.75 20.00 24.60 29.50
6 28  6.25 10.00 13.10 12.00
統制群
7 35  8.75  8.00  7.20  6.75
8 34 13.25 10.50 10.90  9.25
9 34  4.75  5.50  5.50  4.75
10 32 13.25 12.25 13.10 12.25
ノート：調査期間の 4 区分は、罰金未導入の 4 週間（第 1 － 4 週）、罰
金が科された最初の 4 週間（第 5 － 8 週）、罰金が科された次の 8 週間
（第 9－16週）、および、罰金中断後の 4週間（第17－20週）である。





















































































































および、両親の月間罰金総額 f (d) である。さらに、罰金導入後の利得は、ただし、初期
導入期間は除く、E－ [w (d)－ f (d)] である9。また、便宜的に、罰金導入前の両親の最適
遅刻頻度d *について、E－w (d*)＝E－[w (d *)－f (d *)] とする。さらに、罰金導入後の両





　　－  子供の両親が遅刻することで獲得する粗価値はv (d) である。さらに、託児所の所有者の
取る戦略により次のようになる。
　　　  ただし、子供の両親が遅刻することで獲得する粗価値v (d)、託児所の所有者から請求さ
れる月間総罰金 f (d)、および、退園させられることで被る損失L＜0である。さらに、罰







9   罰金が導入されると子供の両親は、dˆ∈argmaxd～v (d
～)－ f (d～) の行動をとる。このとき、E－ [w (dˆ)－ f (dˆ)]  E
－ [w (d*)－ f (d*)] であると仮定する。ただし、d*＜ dˆであるとする。すなわち、軽微の罰金の導入は遅刻
水準を増大させ、託児所の所有者に負の利得をもたらす。
10  両親が遅刻から得る粗価値v (d) は凹または線形関数であり、また、f (d) は凸関数であるとする。したがっ
て、最適な遅刻水準 dˆが存在する（dˆ∈argmaxd～v (d





















































































































































C： f 0 § 0の水準で罰金の中断があるとき、一方で、遅刻に関する自発的な抑止努力は消失したままである。
しかも、他方で、罰金による負の外在的インセンティブの強度もゼロ水準まで低下させられることに
なる。すなわち、子供の両親の遅刻は、さらに、高水準で推移する。
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